
 

3.2.4 施工計画／調達計画 

3.2.4.1 施工方針／調達方針 

本計画の実施にあたっては､本計画が日本政府の無償資金協力案件の枠組みに従って実施される

ことを十分に配慮し、次の方針で臨むこととする。 

①  交換公文（E/N）締結後、限られた期間内に設計開始から機材据付を経て研修引渡しまでを適正、

かつ迅速に支障なく完了することが求められ､各段階における業務を効率よく効果的に実施す

る作業計画と要因計画を策定する。 

②  「パ」国高等教育委員会（HEC）、財務局（EAD）などをはじめとする政府関係機関及びアラマ･

イクバル放送大学（AIOU）関係者とコンサルタント、機材調達業者との間で十分な意見の交換

を行い、良好な意思疎通にて円滑な計画の実施を図る。 

本計画が両国政府において承認され、交換公文が締結された後に、「パ」国 AIOU と契約した日

本法人のコンサルタントが実施設計及び調達管理業務を行う。また､前述の交換公文に基づいた一

般競争入札により決定された日本法人の調達業者が、機材の調達、据付工事を実施する。本計画の

実施にあたっては、事業実施主体、コンサルタント、機材調達業者は以下のとおりである。 

 また、調達管理体制に関しては下図のとおりである。 

 

図-3.3 調達実施体制 

 

 

 

 

 

 

 

日本政府 
外務省 
国際協力機構（JICA） 
JICA 現地事務所 
在日本大使館 

パキスタン政府 
高等教育委員会(HEC) 
財務局（EAD） 
アラマ・イクバル放送大学（AIOU）

コンサルタント 
1.入札図書作成 
2.入札業務支援 
3.機材調達施工監理 

コンサルタント契約 

機材調達業者 
1.機材調達業務 
2.据付工事 
3.技術指導 

推薦状

交換公文 

業者契約 
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（１） 事業実施主体 

本計画の実施にあたっての､「パ」国政府の責任官庁は HEC である。また、本計画の実施機関は

AIOU で契約当事者として「パ」国の契約主体となる。AIOU は事業実施にあたって、IET、MECDC、

PPU 及び州キャンパス／地域センターの部門の担当責任者を選定、機材の梱包・運搬・組立・試運

転等の作業時に作業参加と立会い協力する。なお､通関手続きや内陸輸送時には、AIOU が手続き等

を円滑に遂行出来るように支援する。 

 

（２） コンサルタント 

両国政府による本件の E/N 締結後、AIOU は日本法人のコンサルタントとの間で実施設計および

調達監理に係わるコンサルタント契約を締結する。この契約は日本政府の承認を得て発効する。こ

の契約に基づきコンサルタントは次の業務を実施する。 

1) 実施設計段階 

コンサルタントは、実施設計を実施するに際し、基本設計に参加した技術者と入札図書作成の担

当者を配置する。 

コンサルタント技術者は、相手国政府、JICA 現地事務所及び関係機関と機材レビュー、入札図書

の編集、JICA 打合せ、入札業務、入札評価の支援、調達機材の承認業務を行う。なお、コンサルタ

ント契約から入札業務完了までを約 3 ヶ月程度を予定する。 

 

2）調達監理段階 

コンサルタントは、調達業者に対する指導、助言及び調整、機材の出荷前または船積み前検査の

実施、機材の搬入、据付の立会い、助言、試運転、検査の立会い、ソフトコンポーネントの実施な

どを行う。 
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３)機材調達業者 

前述の交換公文に基づき、無償資金協力「調達のガイドライン」に従って、AIOU は､一般競争入

札により決定される日本法人調達業者と機材調達契約を締結する。この契約は、日本政府の承認を

得て発効する。この契約に基づき調達業者は次の業務を実施する。 

①  機材の調達および輸送・搬入手続き 

②  機材の据付業務・操作・保守に関する技術的指導 

 

3.2.4.2 調達上の留意点 

1) コンサルタントは、業務全体の遂行にあたり機材調達から輸送、搬入、据付までを短期間に効

率よく実施可能となるよう、機材調達業者と綿密なコミュニケーションを図り、工程監理を確実に

行う。特に、印刷セクションでは、ソフトコンポーネントによる印刷機材のライン操作による機械

の管理操作を徹底指導する。 

２）免税措置では、本計画は、我が国の無償資金協力システムの範囲で実施されるため、調達され

る計画機材については、輸入税、物品税等は免税扱いとなるため、AIOU 等の関係機関から免税手

続きの全面支援を受け、この問題を調達工程の遅延条件としないように留意する。 

 

 

3.2.4.3 調達・据付区分 

本協力対象事業の実施に関る日本側および「パ」国側のそれぞれの作業分担区分は、次のとおり

である（表-3.10 参照）。 
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表-3.10  業務負担区分 

業 務 内 容 日本側 「パ」国側 

1.機材調達・据付工事 

①機材調達、据付、試運転調整、 

②ネットワーク（LAN）の調整 

③納入された機材への電気配線接続工事 

④IET、MECDC、PPU の建物屋上の避雷針設置 

⑤州キャンパス／地域センターへの視聴覚機材の設置 

 

○ 

○ 

○ 

○ 

 

 

 

 

 

○ 

2.ユーティリティの整備・維持管理 

①計画機材の運営・維持管理に必要な人員の確保及び適切な配置 

②ユーティリティ（電気設備、施設内の間仕切り工事、床整備工事、 

給排水設備工事等の整備・維持管理 

③PPU における、換気・空調設備の整備、改修工事 

④セキュリティ対策工事（鉄格子、二重鍵等） 

⑤予備電源に係る配線工事（予備電力を計画対象とした場合） 

⑥通信設備工事（電話、データポイント、ISP 加入） 

⑦事務用品、試薬、消耗品等 

 

 

○ 

○ 

 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

3.無償資金協力に含まれない設備・機材の運搬及び据付／設置に係る 

全ての必要経費負担、消火器等の設置 
 ○ 

4.先方負担工事に係る予算の確保 

「パ」国の本計画実施に係る予算の予算措置 
 ○ 

5.ＰＣ-１の推進  ○ 

6.免税措置 

本計画実施中の機材調達に係る必要な免税措置 
 ○ 

7.治安対策 

本計画実施中の機材調達に係る必要な治安対策 
 ○ 

 

3.2.4.4 施工監理計画／調達監理計画 

(1) 調達監理体制 

コンサルタントは、調達監理業務を実施するに際し、工程計画に基づいて調達監理技術者、試験

技術者（設計図承認・照合）、検査技術者（立会い検査）等の専門担当を配置する。 
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表-3.11  調達監理体制 

担 当 氏 名 主要調査担当分野 
常駐調達監理技術者 スポット 

 
（未定） 

【現地業務】 
・調達監理業務（相手国実施機関･JICA･関連機
関との交渉、据付立会い） 

・報告書作成等の統括業務 
・機材納入・据付作業の確認 
・調達機材竣工検査立会い 

調達監理技術者 
（事前打合せ・検収・ 
引渡し等） 
通信機器／印刷機械担当 

スポット 
 

（未定） 

【現地業務】 
・現地側負担工事の進捗確認作業 
・報告書作成等の統括業務（5 日） 
・視聴覚機材システム構築・据付工事監理 
・印刷機械システム構築・据付工事監理 

検査技術者(製作図確認・ 
照合) 
通信機器／印刷機械担当 

スポット 
 

（未定） 

【国内業務】 
・視聴覚機材システム調達/印刷機械システム設
計内容の確認 

検査技術者（立会い検査） 
積算・調達担当 

スポット 
（未定） 

【国内業務】 
・出荷前検査立会い 

検査技術者（第 3 者検査機関） 
積算・調達担当 

スポット 
（未定） 

【国内業務】 
・船積み前検査立会い 

 

3.2.4.5 品質管理計画 

調達業者は、本プロジェクトの調達機材に係わる品質管理に際し、以下のとおり実施する。 

・ 各機材の仕様に従って調達を行い、システム毎、機材毎、または部品毎に調達する。 

・ システムは、メーカーの生産工場または組立工場で仮組立を実施する。この仮組立は、システ  

ムが円滑に作動するか、部品等の不具合を確認するためのものである。 

・ 仮組検査が終了し、問題点がない場合には元の梱包された箱に収納して出荷する。 

・ 据付工事から検収納品までは、コンサルタントの指示にしたがって品質管理を徹底する。 

 

3.2.4.6 資機材等調達計画 

(1)機材調達：本プロジェクトの調達機材は、日本国内及び現地調達に区分し、各々の調達業者は機

材を製造するメーカーに対して承認を受けた機材仕様で発注を開始する。 
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教育番組制作用機材は、多数の部品でシステムを構成するため、この分野で優位性がある国内調

達品を計画する。また、校正機材は一旦国内工場で仮組み検査を実施し、通信状況や接続具合の整

合・調整を行う。その後再梱包し、積出港まで輸送、第 3 者による立会い検査を受け、｢パ｣国まで

海上輸送を行う。計画機材調達の所要期間は、システムごとの調達期間、海上輸送期間、内陸輸送

及び据付期間等、全体工程を考慮して計画する。 

印刷機材は、当初、第三国製品であるドイツ製機材を検討したが、日本国内調達が見積価格と維

持管理、消耗品の供給体制面で優位性があり、第三国調達は不要である。 

視聴覚機材やコンピュータとその関連機材は、見積価格と維持管理、消耗品の供給体制面で優位

性があり現地調達品で対応可能である。 

これらの調達機材は輸入税、付加価値税（GST）について免除される。また、その手続き等は、

AIOU の業務支援により現地の代理店が免税措置を行うか、機材納入時に一時立替えることとする。 

 

(2)スペアパーツ：過去の実績から 3～4 年は交換不要である。したがって、その間の交換部品は、

計上する必要はない。 

 

(3)輸送梱包計画：計画機材は、原則として製造地の最寄りの港より船積みし、「パ」国のカラチ港

で陸揚げする。カラチ港から首都イスラマバード市までは公道を利用しトラック輸送を行う。 

日本からの輸送は、横浜‐カラチ間は定期船が頻繁に往来しており、船積み後 35 日～45 日間でカ

ラチ港に到達可能である。また、カラチ港からイスラマバード市の AIOU 構内までは 10 日～15 日

間あれば十分であり、都合 45～60 日間を予定する。ただし、陸揚げ作業はカラチ港で行い、通関

手続きは、期間が最低 3 日間程度と大幅に短縮できるイスラマバード市に隣接するラウルピンディ

ー市のドライポートで行う。 
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3.2.4.7 ソフトコンポーネント計画 

本計画では、PPUを対象にしたソフトコンポーネントを実施する。 

(1) 背景 

AIOUは、増加する受講生数及びプログラム増加のニーズに伴い、全ての遠隔教育プログラムの主

要教材である教科書印刷の大幅な増加に迫られていることに加え、教育の質の向上を目指し、教科

書の質の向上、及び副教材としての音声・映像教材の拡充に取り組んでいる。本計画にて機材を拡

充することにより、AIOUが抱えるハード面の課題は改善することができるものの、それら機材の効

果を最大限に発揮させるために、AIOUは、以下のソフト面の課題を改善する必要がある。 

 

(2) PPUのソフト面の現況・課題 

１）PPU の運営状況 

PPU の各印刷工程に配置されている技術者は、PPU における業務経験が 10 年以上と長いものの、

PPU の既存機材の運転に必要な基礎的な技能・技術の職場研修（OJT）を受けただけで、正式な印

刷技術訓練を受けていない。そのため、勘に頼った生産・品質管理が行われており、計測器を使っ

た成果品の品質管理や、品質管理を目的とした製版部門と印刷部門間の相互確認作業は皆無と言え

る。また、製本工程においては全ての作業を人力に頼っており、非効率的な運営体制が、増加する

需要数に対して、現有機材のフル活動を強いられ、劣悪な労働条件を生む要因にもなっている。 

２）計画機材整備後の課題 

計画による生産体制では、流れ作業の監視、等外品の排除といった作業をスタッフの安全を確保

した空間的配置内で行わなければならず、巻き込まれ防止対策、感電対策、無理・無駄作業の防止

等を徹底させる必要がある。特に、現状の手作業の製本作業から、機材整備後はカム、シャフトの

微妙な操作を電動力により稼動させる機材の操作部分が多くなるため、生産体制の移行期には、必

然的に安全管理教育は重要である。 
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現在、PPU は、本計画の実施に伴い必要となる人員を新な採用計画があり、1980 年代後半に整備

された現有機材と新機材では運用面と技術面で差がある。 

 

(3) 生産工程での技術的相違 

PPUにおける具体的な生産工程の現状と機材整備後の技術的相違は以下のとおりである。 

１）編集工程 

現行の工程ではコンピュータで文章を作成し、大きなイメージセッタがないためレーザプリンタ

でトレーシングペーパーに出力している。出力したページ毎のトレーシングペーパーは、ライトテ

ーブル上で面付けしている。この面付け作業は、最終的な印刷物の品質に大きく影響するため、一

定期間の訓練が必要技術である。 

２）製版工程 

現行ではレーザプリンタで文章をトレーシングペーパーに出力した後、ライトテーブル上で面付

けし、その後PS版に焼き付けている。整備後は、トレーシングペーパーの変わりに再使用が可能な

製版フィルムを使用する。この工程はインライン現像機の現像・定着液の管理技術が製版フィルム

の品質を左右する。従って、濃度計を使用したフィルムの品質チェック等新たな技術・品質管理の

知識を要する。 

３）印刷工程 

現行では、耐用年数を越えた旧式の印刷機を使用しているため、安定した品質の教材生産が行わ

れていない。勘に頼った生産方法であるために原材料歩止まりロスが多く、新規印刷機による高品

質な生産技術とロス管理技術を習得しなければならない。この操作技能は、マイクロゲージによる

正確な紙厚の測定、濃度計によるインク量の適正化、ローラ間の圧力を計測するシリンダーゲージ

の利用方法等を作業現場で習得する必要がある。 
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４）製本工程  

現在、製本作業である丁合、綴じの工程は手作業である。計画機材の整備後は、機械化されたシ

ステムを新たに構築するため、安全管理は重要な課題といえる。また、技術者は基本操作を習得す

ると同時に、印刷物のロスの低減等生産管理目的に応じた機材の操作方法を習得しなければならな

い。 

 

(4)ソフトコンポーネントの目標 

PPUのスタッフ（編集担当11名、製版担当4名、印刷担当10名、製本担当12名）を対象に計画機材

の運転・維持管理能力を確実に習得させることにより、機材の効率的な運営・維持管理が持続的に

行われ、本計画で設定された生産目標（2010年までに約210万部教科書を作成・供給する）を定量的・

定性的に達成することを目的とする。 

 

 (5)ソフトコンポーネントの成果 

コンピューターオペレータが、DPTソフトを利用した面付けを正確にでき、イメージセッタを利用

した製版フィルムを適切に作成できるとともに、機材を安全且つ適切に運用・維持管理が可能とな

り、各工程における作業標準化することが、本ソフトコンポーネントの成果となる。 

 

 (6)成果品達成度の確認方法 

日本人コンサルタントのソフトコンポーネント担当者が、成果品である各機材の安全操作マニュ

アルに従って、各工程における機材の運転前整備チェック、及び安全操作が行われているか、生産

開始時の機材調整が正確に実施され、印刷物が正しい仕様に基づいた製品が生産されているか等を

確認し、必要に応じて助言等を行う。 
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 (7) ソフトコンポーネントの活動（投入計画） 

1) 技術支援の研修内容 

本計画における技術支援では、編集・製版担当と印刷･製本担当の2名の日本人技術者を派遣、各

作業部門別に研修を行い、期間は「パ」国側への機材引渡し後から1ヶ月とし、技術支援時の作業内

容は教科書の平均印刷部数を1万冊程度と設定する。 

第一段階で、PPUにおける教科書の編集及び製版の工程は、デジタル化されたコンピュータ画面上

で行う。第二段階の印刷工程においては、編集及び製版で作製されたデータどおりの発色で印刷を

行う。ただし、印刷物の品質及び色調は、この一連の作業で決定するために、印刷スタッフも編集

及び製版工程の知識を習得する必要がある。 

また、第三段階の製本スタッフについても、編集及び製版の方法を正確に読み取った上での作業

が求められる。 

次に、PPUにおける全スタッフの品質管理に関する意識改革についての導入時間を設定し、技術指

導時間前後に説明や質疑応答の時間を取り入れる。また、2日に一回程度の機械の調整を行い、技術

支援中に計8回程度繰返して重要事項の確認を行う。 

 

 (8)ソフトコンポーネント実施リソースの調達方法 

編集・製版担当、及び印刷・製本担当2名の日本人技術者を派遣する計画である。本計画における

整備機材の多数は日本製を中心としており、日本製機材の操作技術を熟知して、作業内容を十分に

理解し、安全面と作業面で指導経験が豊富な技術者が有効と判断する。 
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(9)ソフトコンポーネントの実施工程 

 表-3.12 ソフトコンポーネント計画予定表 

 
注：勤務時間は月～木、土曜日は8:00～15:00（昼休み30分を含む）、毎週金曜日は午前半日のみ  
  ソフトコンポーネント期間中、印刷部門で7回～8回の生産（1万冊）が繰返され、同様に製本部門でもOJT

を実施する予定。  
 

部門 編集 製版 印刷 製本 
研修対象スタッフ数 10名 3名 12名 8名 

 

 

(10)ソフトコンポーネントの成果品 

①JICA ソフトコンポーネントガイドライン(2004年)に従った施主、日本側への完了報告書  

②標準作業書 

③整備マニュアル 

 

(11)ソフトコンポーネントの概算事業費 

技術者2名の派遣に係る経費 6,196,490円。 

 

 

 

2006年
2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16

3月1日 3月2日 3月3日 3月4日 3月5日 3月6日 3月7日 3月8日 3月9日 3月10日 3月11日 3月12日 3月13日 3月14日 3月15日

編集

製版

印刷

製本

17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30
3月16日 3月17日 3月18日 3月19日 3月20日 3月21日 3月22日 3月23日 3月24日 3月25日 3月26日 3月27日 3月28日 3月29日

編集

製版

印刷

製本

　
　全体講義
　と課題実習

成果確認
報告業務

マ
ニ

ュ
ア
ル
評
価

作
業
標
準
評
価

　
全
体
自
習
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(12)相手国側実施機関の責務 

①技術者の地位と身分の保障：PPUスタッフのAIOU内での処遇面が「パ」国の社会慣習と

労働条件においても特に格差を生じていないことは、技術の流失を防止するために必要で

ある。 

②技能工の雇用確保：技術支援によって訓練を受けたスタッフの継続雇用は、計画機材・

技術指導の成果発現に重要である。 

③自助努力への支援：ソフトコンポーネントの成果品である「標準作業書」及び「整備マ

ニュアル」の継続的な利用と適宜の改善は、PPUの自助努力を立証するために今後必要不

可欠である。 

 

 

 

3.2.4.8 実施工程（表-3.13 参照） 

表-3.13 実施工程表 

 

 

 

 

 

施工・調達

実施設計

9 10 11 125 6 7 81 2 3 4

������
������

�������
�������

（現地調査）
（国内作業）

（現地調査）

（入札業務）

（機材調達）

（工場検査）
（輸送）

（据付）
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3.3 相手国負担事業の概要 

（1） 作業確認 

「パ」国政府は以下の負担業務が求められる。 

1) 計画機材の運営・維持管理に必要な人員の確保及び適切な配置 

2) 州キャンパス／地域センターへの視聴覚機材の配送と設置 

3) 電気設備、施設内の間仕切り工事、床整備工事、給排水設備工事等の整備・維持管理 

4) 無償資金協力に含まれない設備・機材の運搬及び据付/設置に係る全ての必要な経費 

5) PPU における、換気・空調設備の整備と改修工事 

6) セキュリティ対策工事（鉄格子、二重鍵等） 

7) 通信設備工事（電話、データポイント、ISP 加入） 

8) 事務用品、試薬、消耗品等 

 

（2） 手続業務と費用負担 

1)手続き業務 

「パ」国政府の手続業務は、以下のとおりである。 

- 銀行取極め及び支払授権書発行に伴う銀行手数料 

- 輸入される機材類の通関手続き、陸揚げ、港湾費、内陸輸送費に係る税負担 

- 通関及び内陸輸送に係わる迅速な支援措置 

- 日本政府の業務で発生する関税、国内税、財政課徴金に対する免税措置または税負担 

- 認証された契約に基づき、役務を提供する日本人に対する、業務遂行のため「パ」国内への入

国及び滞在に必要な便宜供与 

- 本計画による機材の適切かつ効果的に運営するための維持管理費の確保 

- その他本計画に必要な費用で、日本国政府の無償資金協力の外で発生した費用の負担 
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2）費用負担等 

「パ」国政府は、計画機材の据付のため、機材保管場所の確保、電気通信線の設置工事、室内の

改装、据付棟内部の拡張工事等を実施する。なお、この工事のための内容と予算は、以下のとおり

計上されている（表-3.14 参照）。 

 

表-3.14 相手国政府の費用負担工事 

【IET 部門の工事】 

1) 二階部の改修費（電気工事を含む）    Rs.1,840,000 

2) 一階部の改修費（電気工事を含む）    Rs. 410,000 

小計          Rs.2,250,000 

 

【MECDC 部門の工事】 

1) サーバ室        Rs.  500,000 

2) マルチメディア室       Rs.  200,000 

3) デジタルビデオ室         Rs.  200,000 

4) デジタル編集室         Rs.  250,000 

5) CD/DVD 複写室        Rs.  200,000 

小計                  Rs. 1,350,000 

 

【PPU 部門の工事】 

1) 編集室            Rs. 1,200,000 

2) 製版室          Rs.  250,000 

3) 印刷機械室        Rs.  800,000 

4) 綴じ室          Rs.  250,000 

5) その他付帯工事         Rs.  500,000 

小計           Rs. 3,000,000 

 

【州キャンパス/地域センターの工事】 

  負担工事        Rs.       0 

 

合計                 Rs. 6,600,000 
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3.4 プロジェクトの運営・維持管理計画 

(1) 教育番組制作・教材開発用機材 

1) 運営管理体制 

AIOU の IET では既存機材及び本計画で整備する機材の能力と数に拠って、教材コンテンツの開

発を行うために必要な人員は確保される。また、MECDC では教材及び教育ツールの開発を行い、

カリキュラム開発、新プログラムへの書き換えと更新を順次進めている。なお、新規機材の導入後

の維持管理面での留意点は以下のとおりである 

・交換部品等の調達計画を策定し、数量、交換時期等を的確に管理する。 

・予め購入方法・調達先等を明確にする。 

・マニュアルに沿った取り扱いを行って、無理な運用計画を策定しない。 

・技術者訓練計画(カリキュラムを含む)を策定し、OJT により技術者の訓練指導を行う。 

・運用訓練では、進捗状況や問題点等も常に把握する。 

・新規機材の「パ」国内調達分は、AIOU がアフターサービスを依頼している納入業者との間でサ

ービスが受けられるよう連絡体制を作る必要がある。 

・OS 以外のアプリケーションソフトウエアは、市販品で構成されるため、バージョンアップを自

らで行う。 

 

 

2) 要員体制 

現在の IET は、62 人体制で維持管理業務を行っている。本計画で整備する機材が導入されること

で、24 名のスタッフを雇用し､要員体制を充実させる必要がある。なお、このスタッフ増員に対す

る予算措置は、2004 年度に既に IET が、申請を行い予算計上されている。また、MECDC の維持管

理体制は、教授、助教授及び講師陣によっておこなわれ、30 人体制で維持管理を行っている。また、

ペシャワール、ムルタン、ラホール、イスラマバード等の州キャンパスは、所長以下現在の要員で

管理する。 
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(2)  教材印刷用機材 

1) 運営管理体制 

新規機材の導入後は、内製による生産数量が増加するため、要員、予算、機材の維持管理等予算

確保が必要となる。運営と維持管理面で適切な助言ができる民間企業の技術者導入等を積極的に計

画し、現在の組織管理体制の拡大強化を行う。 

本計画で整備される教材制作機材の維持管理面での留意点は以下のとおりである。 

・交換部品等の調達計画を策定し、数量、交換時期等を的確に管理する。 

・予め購入方法・調達先等を明確にする。 

運用計画のマニュアルに沿った取り扱い規定の策定、技術者訓練計画（カリキュラムを含む）の

策定等、進捗状況や問題点の把握を OJT により技術者の訓練指導を行う。 

 

2) 要員体制 

教材印刷用機材を整備する PPU では、オペレータの配置転換やスタッフの増加による 44 人体制

を計画しており、教科書生産計画に基づいた人員計画を策定する必要がある。 

 

 

(3) 視聴覚機材 

1) 運営管理体制 

32 箇所の州キャンパス／地域センターでは、主に事務担当者 4-5 名と地域の担当講師が機材の維

持管理にあたっている。既存のセンター所長を中心とした管理体制を堅持することで、新規の視聴

覚機材の維持管理は十分対応可能と判断する。 

2) 要員体制 

計画機材は、汎用的な視聴覚機材であり、現在の要員と管理体制に依存し、特に専従を要する機

材はない。 
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3.5 プロジェクトの概算事業費 

3.5.1 協力対象事業の概算事業費 

本協力対象事業を実施する場合に必要となる事業費総額は、7.96 億円となり、先に述べた日本と

「パ」国との負担区分に基づく双方の経費内訳は、下記(3)に示す積算条件によれば、次のとおりと

見積もる。なお、下記概算事業費は暫定的な見積金額であり、日本国政府による無償資金協力とし

て承認される前に、更に見積金額の精査が行われる。 

 

(1) 日本側負担経費 

表-3.15  日本側負担経費 

事 業 費 区 分 第 1 期 合  計 

機材調達費 7.62 億円 7.62 億円 

実施設計・調達監理・ソフトコン

ポーネント 
0.34 億円 0.34 億円 

合計 7.96 億円 7.96 億円 

 

(2)「パ」国負担経費 

据付箇所の整備工事とその他 660.00 万ルピー（約 1,300 万円） 

(3)積算条件 

①積算時点 平成 16 年 8 月 

②為替交換レート US$1.00＝110.52 円 

   Rs.1＝2.07 円 

③施工期間 表-3.6 実施工程表に示したとおり。 

④その他    本計画は、日本国政府の無償資金協力の制度に従い、実施される

ものとする。 
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3.5.2 運営・維持管理費 

AIOU では、施設運営と維持管理をサービス部門の財務課が担当している。また、機材の運営・

維持管理費は、機材運転用光熱費、人件費、水道料、機材整備費等であり、各部門が担当する。 

2002 年 3 月から 2003 年 3 月までの年間経費は、601.20 万ルピーで、その内、施設と通信機材の維

持管理費は 53.18 万ルピー(0.08%)となっている。新規機材を導入することで新たな光熱費、人件費、

機材の維持費が発生する。 

2003 年から 2010 年までの運営・維持管理費の算定予測では、2004-05 年以降は 301.4 万ルピー/

年の経費が必要となり、既に AIOU は HEC に対し 2004 年度、2005 年度分の予算申請を行っている。

また、AIOU の授業収入も着実な伸びを示している（図-3.4 参照）ことから、計画機材に対する運

営費は、問題がないと判断する。なお、維持管理費算定根拠を以下の表-3.13 に示す。 

 

図-3.4 AIOU の収入及び支出 
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出典：  AIOU 年次報告 2003-04 年 
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表-3.16 維持管理算定根拠                       単位：Rs. 

 
 

 
注：人件費は職位 1 級から 17 級のうち、職級の採用予定級の給与とした。機械整備費は現有機材維持管理費の聴き取り

経費を参考とした。  

 

2010 年までの予算予測を新規機材運転用光熱費と増員人件費を主たる運営・維持管理費として算

定し、表-3.14 に示す。 

表-3.17 新規機材運転に係る予算計画表                 単位：Rs. 

2004-2005年 2005-2006年 2006-2007年 2007-2008年 2008-2009年 2009-2010年 2010-2011年

①＋②+③+④
+⑤＝小計

①＋②+③+④
+⑤＝小計

①＋②+③+④
+⑤＝小計

①＋②+③+④
+⑤＝小計

①＋②+③+④
+⑤＝小計

①＋②+③+④
+⑤＝小計

①＋②+③+④
+⑤＝小計

教育技術研究所（IET: Institute of
Educational Technology） 867,850 867,850 867,850 867,850 867,850 867,850 867,850

マルチメディア教材開発センター
（MECDC: Multimedia Electronic
Courseware Design Centre）

1,580,110 1,580,110 1,580,110 1,580,110 1,580,110 1,580,110 1,580,110

印刷教材生産ユニット
（PPU: Print Production Unit） 160,628 160,628 160,628 160,628 160,628 160,628 160,628

州キャンパス/地域センター

（Regional Campus/Regional Centre) 405,490 405,490 405,490 405,490 405,490 405,490 405,490

3,014,078 3,014,078 3,014,078 3,014,078 3,014,078 3,014,078 3,014,078
¥6,239,142 ¥6,239,142 ¥6,239,142 ¥6,239,142 ¥6,239,142 ¥6,239,142 ¥6,239,142

維持管理費合計

円換算

電気、通信、労務、その他の費用の合計

年度

担当部署

アラマイクバル
放送大学
（AIOU)

初年度
維持管理費

2年度
維持管理費

維持管理費
7年度

維持管理費
3年度

維持管理費
4年度

維持管理費
5年度

維持管理費
6年度

維持管理費
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3.6 協力対象事業実施にあたっての留意事項 

・ 「パ」国の本計画の実施に係る予算について、その予算年度、予算額等を明確に理解している

こと。 

・ AIOU 側が、本計画機材の運営・維持管理に必要な人員の確保と適切な配置を行うこと。 

・ 基本設計調査の際、本計画において番組制作機材を整備することに伴い、制作プロデューサを

増員する予定（増員後制作プロデューサは 10 名となる）の、具体的なスケジュール及び予算措

置を実施する。 

・ 機材調達に係る必要な免税措置を取ること、またその手続きの方法について「パ」国側と十分

協議を行う。 

・ 本計画関係者の安全確保のため、AIOU 側は最大限の配慮をする旨を確認し、治安状況に問題が

あると日本側が判断した場合には、どの段階であっても計画の中断・中止を行う旨も明確に確

認する。 
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第４章 プロジェクトの妥当性の検証 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

第４章  プロジェクトの妥当性の検証 

 

本計画の実施機関であるアラマ・イクバル放送大学（以下 AIOU）は、遠隔教育プログラムによ

り、貧困層、社会的弱者、及び農村部の教育アクセスが困難な人に、安価で質の高い教育機会を提

供することに取り組んでいる。そこで、本計画では、今後、増加する AIOU の受講生及び教材の改

善ニーズに対応するため、その遠隔教育実施能力強化を図ることを目標としている。よって、上記

目標を達成するために、教育番組制作・教材開発用機材、教材印刷用機材及び視聴覚機材の整備を

行うとともに、印刷教材生産ユニット（PPU）における品質管理体制の強化を主目的としたソフト

コンポーネントを実施する。 

本プロジェクトの実施により、増加する遠隔教育の受講生数に見合う十分な教材を開発・提供が

可能となるとともに、州キャンパス／地域センターにおける視聴覚機材の整備により、地方受講生

の学習環境の改善という成果が期待される。 

 

4.1 プロジェクトの効果 

【直接裨益効果】 

・ 将来増加する遠隔教育の受講生数に見合う十分な質・量の教材が提供及び AIOU の遠隔教育の

拡大と強化 

・ 「パ」国の正規教育ドロップアウト者に対する正規教育プログラムを提供することによる正規

教育修了者数の増加 

・ 教員資格を取得できる教員養成コースの提供することによる、無資格教員の減少 

・ 州キャンパス/地域センターにおける教育環境改善及びそれに伴う地方農村地域での正規教育

へのアクセスが困難な人々に対する質の高い教育の提供 
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表-4.1 プロジェクト全体計画の目標達成を示す成果指標 

直接裨益効果 項目 
2003-04 年 

(2003年12月まで) 

2010-11 年 

(目標値) 

コース登録者数 1,413,474 名 2,00,000 名 

開講コース数 
1,138 コース 

(898 コース) 
1,500 コース 遠隔教育プログラム 

教員養成コース 

年間修了書発行数 
約 66,000 名 約 130,000 名 

 

【間接効果】 

「パ」国における貧困層、社会的弱者、及び地方農村部において正規教育へのアクセスが困難な

人々に対しても、低額でアクセスが容易な教育機会が得られることで、「パ」国全土的に遠隔教育

による教育分野の地域格差、ジェンダー間格差の縮小が図られることが期待できる。 

 

表-4.2  計画実施による効果と現状改善 

現状と問題点 本計画内容（協力対象事業） 計画の効果・改善程度 

1)「パ」国の教育セクターは、低

い就学率（基礎教育の 40%:2002

年）、低い識字率（43%:2002 年）、

基礎教育における就学生の男女間

格差（64:36:2003 年）、初等教育の

ドロップアウト率（54%:1999-00）、

初等教育教員が無資格者

（44%:1998 年）等の問題を抱え、

これらの課題の改善が必要であ

る。 

AIOU の遠隔教育実施能力の強化

を図るため、教育番組制作・教材

開発用機材、教材印刷用機材、及

び視視聴覚機材を整備する。 

AIOU の遠隔教育実施能力が強化

されることにより、増加する生徒

に対して十分な質及び量の教材を

提供することが可能となる。また、

そのことにより、コース数の増加

が可能となるとともに、コース修

了者（教員養成コースを含む）の

増加が期待されることから、「パ」

国教育分野の課題であるジェンダ

ー格差、地域間格差及び無資格教

員等の改善が図られる。 

2)教育の質を高めるため、副教材

としての視聴覚教材等の開発・制

作が必要とされているが、既存機

材では十分に対応できない。 

教育番組制作・教材開発用機材

を整備する。 

 

教育番組制作・教材開発用機材を

整備することにより、教育効果を

高めるための視聴覚教材の開発・

制作が可能になる。 
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3)地方コース登録者に対して、質

の高い教育を提供することが課題

となっているが、現有機材では改

善は難しい。 

 

州キャンパス /地域センターに対

して視聴覚機材を整備すると共

に、AIOU 本部と州キャンパス /地

域センターを双方向会議用システ

ムで結ぶための機材を整備する。 

各州キャンパス /地域センターに

視聴覚機材を整備することによ

り、地方登録者が、視聴覚教材を

視聴できる環境が整備される。ま

た、AIOU 本部及び州キャンパス/

地域センターを双方向会議用シス

テムで結ぶことにより、地方登録

者が、各州キャンパス/地域センタ

ーにおいて本部より発信される授

業を受講することが可能となる。 

4）AIOU が実施する遠隔教育プロ

グラムにおいては、教科書が主教

材となっているが、現有印刷機材

の老朽化により文字のカスレ、不

鮮明な白黒写真・イラスト等が生

じ、問題となっている。また、手

作業による製本により、乱丁及び

落丁が散見され、教育効果に悪い

影響を及ぼしている。 

生産性向上と作業効率を改善させ

るための印刷機材整備を行う。 

 

40 名の作業員及び補助作業員が

機材を効率よく運用・維持管理す

る。機材整備後は、印刷実績が約

1.4 億頁/年から約 8.7 億頁 /年とな

り、内製化と受講生のニーズに適

した印刷教材が生産される。 

5)教材印刷を担当している AIOU

内の印刷教材生産ユニット（PPU）

では、作業員は経験豊富ではある

が、正式な訓練を受けた経験はな

く、品質管理に対する各作業員の

意識及び技術が欠如しており、ま

た、組織としての品質管理体制が

脆弱である。 

良質な教科書を提供するため、品

質管理体制を改善することを目的

としたソフトコンポーネントを実

施する。 

PPU の組織としての品質管理体制

が強化されるとともに、各作業員

の品質管理に対する意識及び技術

が改善され、質の良い印刷教材が

安定して生産されるようになる。 

 

 

4.2 課題・提言 

本計画の効果を最大限に発現させ、その効果を持続的に発現させるため、以下の課題に対し提言

を行う。 

①免税措置：「パ」国における我が国の無償資金案件に対する過去の事例から、国税中央委員会  

(CBR)が、資機材輸入品に対し商業ベースと同様の取扱いを行う可能性があると判断される。本計

画では、日本調達機材に対する必要な免税措置を「パ」国側が責任を持って迅速に通関手続きを行

い、現地調達品に対しては、E/N で明記されるとおりの免税措置を徹底する必要がある。 
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②教材制作に係るマネージメント能力：テレビ・ラジオ番組、その他視聴覚教材の制作を決める教

育計画・コース作成部（Bureau of Academic Planning & Course Production）の教授陣と制作スタッフ

間の意思疎通、及び開発意欲が乏しいために、教材制作の管理体制を強化し、制作本数の増加に結

びつける自助努力を創生する必要がある。具体的には、教育計画・コース作成部のマネージメント

強化を目的とした長期専門家の派遣や AIOU スタッフの日本国内における短期研修を実施し、教材

制作に係るマネージメント能力の向上を期待する。 

 

③機材の維持管理の徹底：現有する機材の一部には、取扱いや維持管理面での不手際や、落雷、炎

天下での屋外撮影時の取扱いの不手際による機械の電源部の破損、基盤損傷があり、使用不能なも

のがある。対策としては、機材の取扱い方法、メンテナンスの方法等を徹底し、落雷等の自然災害

から機材を保護するための避雷対策整備や、データのバックアップシステムを独自に工夫する必要

がある。 

 

④教員養成コース：初等教育現場における無資格教員（全体の 44％）が深刻な問題のひとつになっ

ており、同国の産業発展、社会開発、生活水準改善の妨げになっている。従って本計画では、受講

生数の多い初等教育課程のための教師養成訓練コースの強化と充実と教材制作本数を増加する必

要があるとともに、作品の質の改善が期待される。 

 

⑤スタッフ訓練：現在、教育教材制作に関わる内部でのスタッフ訓練は行われておらず、新規スタ

ッフに対する技術訓練指導が必要となる。具体的には、 

・本計画機材の有効利用、適正な質と量の教材の制作、受講生への教材のタイムリーな配布の訓練

指導 

・民間用機材であり、初期操作指導を徹底することで継続的に使用可能である教育番組制作・教材

開発用機材の操作方法、また教材制作方法等の定期的訓練指導 
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・プロデューサと教員・講師を対象とした日本国内（放送大学、通信教育で放送を活用している私

立大学や予備校）の施設等の実践的現場視察 

・スタッフ側からの具体的な教育カリキュラムを提案や、それを重点的な教材制作目標と位置付け

るための技術指導 

 

4.3 プロジェクトの妥当性 

本計画は、「パ」国の国家開発計画（「国家 10 年開発計画」2001-2010 年）及び貧困削減戦略ペ

ーパー（PRSP、2003 年）の中で、貧困削減のための重要な課題として位置付けられている、識字

率や初等教育就学率の向上といった教育セクターの開発を目指し、教育の質的向上を図ることを重

点目標としている。本計画における裨益対象は、直接的には「パ」国全土における初等教育の教員

養成コースを志望する受講生であり、間接的にはアクセスが困難な地方農村部で教育環境に恵まれ

ない人々である。AIOU の遠隔教育教材の質と量の拡大と充実により、低額で容易な教育機会が提

供でき、教育分野の地域格差とジェンダー間格差の縮小に貢献できる。 

また、国立大学である AIOU は、運営面でかなりの自治権が与えられており、予算面でも責任機

関である高等教育委員会（以下 HEC）からの補助金は、僅か 10%程度で、残りの約 90%は受講生の

授業料等の収入による独自予算を組んでいる。AIOU の収入が、2002-03 年は 2001-2002 年と比較し

て 13%ほど増加し、さらに 2003-04 年は 2002-03 年より 23%の増加であった。これは受講生の増加

による事業収入の増加であり、健全な経営状況が見られる。 

新規機材を導入することによる運営・維持管理費は、既に 2003－2010 年まで予算化されており、

光熱費と人件費が 2005 年から 3 百万ルピー /年の経費が発生するが、2003-04 年で全体予算額に照ら

しても、僅か 0.3%以下で費用面で問題はない。また、教育番組制作用機材を運営・管理する IET

では 46 人体制から 24 人の増員、教材開発用機材を運営・管理する MECDC では 30 人体制から 15

名の増員、教材印刷用機材を運営・管理する PPU では、40 名のスタッフ及び補助作業員から 44 名

体制を増員等の計画策定されており、体制も問題がない。さらに、視聴覚機材の運営・管理をする
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32 箇所の州キャンパス／地域センターに関しては、事務担当者 4～5 名と地域講師等（10～20 名程

度）の維持管理体制下に置くことで、追加予算の発生もなく十分対応が可能である。 

また、本計画では供与機材を利用し我が国の ODA 広報用番組制作を請け負うことも可能であり、

AIOU にとって、このような機会が今後大いに期待される。 

以上を総合的に判断して、本計画を我が国の無償資金協力案件として実施することは、妥当性が

ある判断する。 

 

4.4 結論 

【結論】 

本計画の実施により、前述のとおり多大な効果が期待できると同時に、本計画が広く国民の BHN

の向上に寄与するものであることであり、我が国の無償資金協力案件として実施することの妥当性

が確認された。更に、本計画の運営と管理についても我が国の技術支援により「パ」国側の実施体

制は、強化され内容が充実して、より円滑かつ効率的に実施し得るであろう。 
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資料－１：調査団氏名、所属 
 
 

1-1 基本設計調査 
 
総括     牧野 修   JICA 国際協力総合研修所 

国際協力専門員 
 
 
計画管理     福田 創   JICA 無償資金協力部業務 

第一グループ教育チーム 
職員 

 
 
業務主任/遠隔教育計画    望月 明光   オーピーシー株式会社 
 
 
機材計画Ⅰ     牛山 雅英   オーピーシー株式会社 
 
 
運営維持管理計画/機材計画Ⅱ   水野 文雄   財団法人海外職業訓練協会 
 
 
積算/調達計画    露木 雅美   オーピーシー株式会社 
 
 
 
 
 
 
1-2 ドラフト説明・協議 
 
 
総括     牧野 修   JICA 国際協力総合研修所 

国際協力専門員 
 
 
計画管理     福田 創   JICA 無償資金協力部業務 

第一グループ教育チーム 
職員 

 
 
業務主任/遠隔教育計画    望月 明光   オーピーシー株式会社 
 
 
機材計画Ⅰ     牛山 雅英   オーピーシー株式会社 
 
 
運営維持管理計画/機材計画Ⅱ   水野 文雄   財団法人海外職業訓練協会 
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資料－２：調査日程 
 

2-1 基本設計調査 
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2-2 ドラフト説明・協議 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

No

官団体

①② ③ ④ ⑤

成田→イスラマバード
(PK853) 13:55-21:50

3 11/24 水 同上

成田→バンコク
(JL717) 10:55-15:55
バンコク→ラホール
(TG505) 19:45-22:45
ラホール→イスラマバード
(PK356) 8:00-8:50

9 11/30 火

カラチ→バンコク
(CX700) 0:45-7:15
バンコク→成田
(JL 708) 8:30-16:10

(PK852) 22:55-12:50

月日 作業項目

コンサルタント団体

成田→バンコク (JL707) 18:45 -23:45 現地調査

木

月

火

JICA事務所、日本大使館へ表敬
経済統計省、財務省へ表敬

AIOUと打ち合わせ

月

日

土

金

12 金

木

水

12/3

11

1

2

4

5

11/29

12/1

12/2

6

7

8

10

11/25

11/26

11/27

11/28

日本大使館、JICA事務所へ報告

ミニッツ協議（AIOU、財務省、経済統計省）

イスラマバード→成田

AIOUと打ち合わせ

ミニッツ署名（AIOU、財務相、経済統計省）

バンコク→イスラマバード (PK893) 1:00 -4:00
 JICA事務所表敬

 AIOUと打ち合わせ

イスラマバード→カラチ
(PK309) 19:00-20:55

11/22

11/23

AIOUと打ち合わせ

資料整理

調査

A2-2



資料－３：「パ」国側関係者リスト     （敬称略）     
 
3-1 基本設計調査 
 
［経済統計省］  

財務局長       Muhammad Ashraf Khan   
財務局副局長       Yasmin Masood    
財務局 ODA 課      Samar Ihsan   
     

［高等教育委員会］    
事務局長       Jalil Ahmed    
局長        A. Q. Mughal    
企画委員       S.M. Hassan    
コンサルタント計画部     A.H.K. Yousafzai   
 

［教育省］ 
総長        Sarfaraz Ahmed Syed   
先進教育部門教育副アドバイザー 
／国立図書館       Rashida Baloch    
教育副アドバイザー 
／国立図書館       Syed Irshad Ali Shah    

 
［情報技術省］ 

情報技術長       Shahid Mahmood   
    
［パキスタンテレビ放送］ 

テレビセンター技術部マネージャー    Mazhar Bukhari   
本部技術部運営及び管理技術者    Mushtaq Ahmed    
   

［パキスタン放送会社］ 
番組ディレクター      Muhammad Naql   
管理者       Muhammad Sharif Shad   

 
［パキスタンバーチャル大学］ 

教務課       Sadaqat Mehdi   
    
［アラマ・イクバル放送大学（AIOU）］ 

副学長       S. Altaf Hussain    
 
［AIOU プロジェクト理事会］ 

幹部技師       Attaullah Shah   
    
［AIOU 教育技術研究所（IET）］ 

所長／プロジェクト      Javed Mahmood Kasuri   
副所長／テレビ及びラジオ制作長    Abid Hussain Khawaja   
主任技術者       Mahmood Ali 
上級テレビ技術者      Naeim-ud-Din 
準技術者、選抜評価      Tahir Hussain  
制作アシスタント      Atif Riaz   

    
［AIOU マルチメディアセンター（MECDC）］ 

コンピュータ科学部長     Nazir Ahmed Sangi   
ウエブマスター      M. Kashif Rehman  
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［AIOU 印刷教材制作ユニット（PPU）］ 
印刷管理者       Shahab-ud-din Shahab   
副印刷管理者       S.M.Arshad Hafeez   

 
［AIOU 地域センター］ 

地域サービス、所長      Ali Asghar Hasnain   
地域サービス、所長補佐     Saeed Awan    

 
［AIOU ペシャワール地域事務所］ 

地域事務所所長      Mian Hidayatullah   
地域事務所副所長      Umar Farooq    

   
［AIOU ペシャワール学習センター］ 

フロンティア情報技術＆科学施設(FITSIN) 
専務取締役       Nawab Khan 
ABASYNE 研究所  
所長        Muhammed Imran Ullah   

 
［AIOU アボタバッド地域センター］     

地域事務所副所長      Sajjad A. Jilani    
   
［AIOU アボタバッド学習センター］ 

コンピュータ言語研究所 
専務取締役       Adeela Haq     
常務取締役       Azhar Nizami    
政府通商大学 
教務長       Mushtaq Ahmed    
教務長補佐       Abdul Waheed   

    
［AIOU ラワルピンディ学習センター］ 

コンピュータ及び管理科学研究所 (ICMS) 
所長        Shah Jahan Sarfraz Khan  

    
［AIOU ラホール州キャンパス］ 

州キャンパス所長      Khalid Ali Bhatti   
州キャンパス所長補佐     Ahsan Shakoor   

    
［AIOU ラホール学習センター］ 

コンピュータ科学研究所 
所長（研究戦略的計画立案）     Taimur Kayani    

 
NICON グループ IT 研究所 
最高責任者       Khurram Kayani    

 
［在パキスタン日本国大使館］ 

二等書記官       小林 輝夫     
二等書記官       志村 和信   

      
［JICA パキスタン事務所］ 

所長        山浦 信幸     
次長        三角  幸子    

所員        稲葉  光信    

企画調査員（教育・ジェンダー）    小野  道子    

現地職員（プログラムオフィサー）    Aamirah Saadat Nyazee   
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JICA 専門家 

教育開発       太田  雅子    

プロジェクトアドバイザー     小出  拓己 
パンジャブ州識字行政改善プロジェクト              

 
 
3-2 ドラフト説明・協議   
 
［経済統計省］  

財務局長       Muhammad Ashraf Khan   
財務局 ODA 課      Samar Ihsan             

 
［高等教育委員会］    

企画委員       S.M. Hassan    
 
［教育省］    
 教育部門改革次長      Mulazim H. Mujahid   

副教育アドバイザー（海外協力）    Habi-ur-Rehman    
 総合教育アドバイザー（企画開発）    S. Fayyaz Ahmad   
 
［アラマ・イクバル放送大学（AIOU）］ 

副学長       S. Altaf Hussain    
 
［AIOU 教育技術研究所（IET）］ 

所長／プロジェクト      Javed Mahmood Kasuri   
副所長／テレビ及びラジオ制作長    Abid Hussain Khawaja   
主任技術者       Mahmood Ali    
上級テレビ技術者      Naeim-ud-Din    
 

［AIOU マルチメディアセンター（MECDC）］ 
コンピュータ科学部長     Nazir Ahmed Sangi   
ウエブマスター      M. Kashif Rehman  

     
［AIOU 印刷教材制作ユニット（PPU）］ 

印刷管理者       Shahab-ud-din Shahab   
副印刷管理者      S.M.Arshad Hafeez   

    
 

［AIOU 地域センター］ 
地域サービス、所長      Ali Asghar Hasnain   
所長補佐       Mohammad Rafiq  
 

［在パキスタン日本国大使館］ 
経済開発部部長      松永 健   
二等書記官       小林 輝夫   

      
 

［JICA パキスタン事務所］ 
所長        山浦 信幸     
所員        稲葉  光信    

現地職員（プログラムオフィサー）    Aamirah Saadat Nyazee  
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資料－４：協議議事録 

 

 
4-1 基本設計調査 

 

(1) ミニッツ 

 

(2) メモランダム 

 

 

 

 

 

4-2 ドラフト説明・協議 

 

(1) ミニッツ 

 

(2) 免税措置通知書 
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資料－５：パキスタン国の概要 
 

主要指標一覧

１９８９年 １９９９年 ２０００年 ２００１年
２００１年の
地域平均値

国土面積（１０００km2） 771 771 771 771 n.a.
人口（百万人） 105.3 134.8 138.1 141.5 1,377.8
人口増加率（％） 2.5 2.4 2.4 2.4 1.7
出生時平均余命（歳） n.a. n.a. 63 63 63
妊産婦死亡率（ ／１０万人） n.a. n.a. n.a. n.a. n.a.

社 乳児死亡率（ ／１０００人） n.a. n.a. 85.0 84.0 70.6
会 一人当たりカロリー摂取量（kcal/１日）*1 2,364 2,461 2,456 2,457 2,701
指 初等教育総就学率(男)(％) n.a. 90.8 93.3 n.a. n.a.
標 　　　　　　　　(女)(％) n.a. 54.2 54.4 n.a. n.a.
等 中等教育総就学率(男)(％) n.a. 31.3 28.7 n.a. n.a.

　　　　　　　　(女)(％) n.a. 21.3 19.3 n.a. n.a.
高等教育総就学率(％) n.a. n.a. n.a. n.a. n.a.
成人非識字率（15歳以上の人口の内：％） 65.4 57.6 56.8 56.0 44.7
絶対的貧困水準（1日1＄以下の人口比：％） n.a. n.a. n.a. 13.4(98) n.a.
失業率(％) 3.1 5.9 5.9 n.a. n.a.
GDP（百万USドル） 40,171 58,615 60,756 58,668 613,755
一人当たりGNI（USドル） 400 460 450 420 450
実質GDP成長率(％) 5.0 3.7 4.2 2.7 4.9
産業構造（対GDP比：％）

　　　農業 26.9 27.0 26.7 25.0 24.9
　　　工業 23.9 23.7 23.1 22.9 25.9
　　　サービス業 49.2 49.2 50.2 52.1 49.2
産業別成長率(％)

経 　　　農業 6.9 1.9 6.1 -2.7 4.2
　　　工業 4.7 4.9 -0.1 4.5 3.4

済 　　　サービス業 3.8 5.0 4.8 4.2 6.0
消費者物価上昇率（インフレ：％） 7.8 4.1 4.4 3.1 n.a.

指 財政収支（対GDP比：％） -7.4 -6.9 -5.5 -4.7 -4.9
輸出成長率（金額：％） 13.8 -2.9 16.0 11.8 9.1

標 輸入成長率（金額：％） 8.3 -5.4 -2.3 1.5 4.6
経常収支（対GDP比：％） -3.4 -3.6 -2.0 -1.9 n.a.
外国直接投資純流入額（百万ドル） 211 532 308 383 4,066
総資本形成率（対GDP比：％） 18.9 15.6 16.0 15.9 21.6
貯蓄率（対GDP比：％） 11.0 14.0 14.4 14.6 19.4
対外債務残高（対GNI比：％） 4.7 5.1 4.8 5.1 2.3
DSR（対外債務返済比率：％） 24.3 29.4 26.7 25.8 12.7
外貨準備高（対輸入月比：％） 1.6 1.9 1.8 3.4 6.9
名目対ドル為替レート*2 20.445 49.118 53.648 61.927 n.a.
（通貨単位：パキスタン・ルピー Rupee）

  政*3 政治体制：共和制

  治 憲法：1973年4月10日公布。2002年8月21日改正

  指 元首：大統領。ﾍﾟﾙﾍﾞｽﾞ･ﾑｼｬﾗﾌ（Pervez MUSHARRAF）。憲法上は間接選挙制

  標 　　　任期は5年。2001年6月20日就任

議会：2院制。上院（100議席）と下院(国民議会、342議席)。下院は、軍事クーデターで機能停止後、

　　　2001 年6月20日解散。02年10月10日総選挙

出典　World Development Indicators CD-ROM 2003 World Bank
　　　*1  FAO Food Balance Sheets 2003年6月 FAO Homepage
　　　*2  International Financial Statistics Yearbook 2002 IMF
　　　*3  世界年鑑　2004　共同通信社
注　●(  )に示されている数値は調査年を示す
　　●「人口」、「GDP」及び「外国直接投資純流入額」の「2001年の地域平均値」においては、地域の総数を示す
　　●地域は南アジア。ただし「一人当たりカロリー摂取量」における地域はアジア広域

指標項目
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政府歳入・歳出（パキスタン） 

 
 
 
歳出内訳（パキスタン） 

 
 
 
JICA の対パキスタン技術協力 

 
注：年の区切りは日本の会計年度（4 月～3 月）。また対ドル換算レートは OECD ホームページによる。 
出典 JICA 実績表 2003 年 3 月国際協力機構 
 
 
 
 
 

通貨単位 1998年度 1999年度 2000年度 2001年度 2002年度 累計

億円 11.13 10.99 8.65 8.75 279.97 294.14
百万ドル 8.50 9.65 8.02 7.20 223.44

２０００年 ２００１年 ２００２年

（百万ルピー） （百万ルピー） （百万ルピー） (百万US$)* 対GDP比**
歳入＋贈与受取額 569,291 581,870 721,226 11,878 18.5%
　歳入 531,300 535,091 632,799 10,422 16.2%
　　経常歳入 531,300 535,091 632,799 10,422 16.2%
　　　租税収入 386,016 422,781 468,102 7,709 12.0%
　　　非税収入 145,284 112,310 164,697 2,712 4.2%
　　資本歳入 - - - - -
　贈与受取額　 37,991 46,779 88,427 1,456 2.3%
歳出＋純貸付額 741,408 742,864 893,539 14,716 22.9%
　歳出 725,642 739,662 843,081 13,885 21.6%
　　経常歳出 657,598 684,292 756,904 12,466 19.4%
　　資本歳出 68,044 55,370 86,177 1,419 2.2%
　純貸付額 15,766 3,202 50,458 831 1.3%
財政収支 -172,117 -160,994 -172,313 -2,838 -4.4%

２００２年p

２０００年 ２００１年

（百万ルピー） （百万ルピー） （百万ルピー） (百万US$)* 内訳 対GDP比**
歳出 725,642 739,662 843,081 13,885 100.0% 21.6%
　一般サービス n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. n.a.
　国防 n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. n.a.
　公安 n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. n.a.
　教育 n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. n.a.
　保健・医療 n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. n.a.
　社会保障・福祉 n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. n.a.
　住宅・生活関連施設 n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. n.a.
　ﾚｸﾘｭｴーｼｮﾝ・文化 n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. n.a.
　エネルギー n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. n.a.
　農林水産業 n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. n.a.
　鉱工業・建設業 n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. n.a.
　運輸・通信 n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. n.a.
　その他 n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. n.a.
-：0または四捨五入すると0になる数 会計年度は7月～6月
p：The letter p denotes data that are preliminary or provisional.
 *：対ﾄﾞﾙ換算ﾚーﾄ出典はThe World Fact Book 2003 CIA Homepage
**：GDPの出典はThe World Economic Outlook 2003 IMF Homepage
出典　Government Finance Statistics Yearbook 2002 IMF

２００２年p ２００２年
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我が国の対パキスタン ODA 実績       

（支出総額、単位：百万ドル） 
 
 

 
注：年の区切りは 1 月～12 月の暦年。  （ ）内は ODA 合計に占める各形態の割合（％）。 
出典  ODA 国別データブック 2002 外務省 
 
 
 
 
DAC 諸国・国際機関の対パキスタン ODA 実績 
 

（支出総額、単位：百万ドル） 

 
注：年の区切りは 1 月～12 月の暦年。 
出典  ODA 国別データブック 2002 外務省 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

暦年
無償資金協力 技術協力 計 支出総額 支出純額

97 42.80 (46) 15.54 (17) 58.34 (63) 172.00 33.82 (37) 92.16 (100)
98 53.47 (11) 13.61 (3) 67.08 (14) 493.65 424.46 (86) 491.54 (100)
99 22.85 (13) 11.82 (7) 34.66 (20) 135.07 135.07 (80) 169.74 (100)
00 1.36 (0) 13.40 (5) 14.76 (5) 265.60 265.60 (95) 280.36 (100)
01 40.03 (19) 11.83 (6) 51.86 (25) 159.55 159.55 (76) 211.41 (100)
累計 1,098.99 (25) 261.40 (6) 1,360.37 (30) 4507.40 3,101.70 (70) 4,462.07 (100)

贈与 政府貸付
合計

暦年 うち日本 合計

98 日本 491.5 英国 46.4 オランダ 16.8 カナダ 16.1 スイス 10.1 491.5 534.8
99 日本 169.7 ドイツ 83.4 米国 75.0 英国 39.5 オランダ 23.2 169.7 435.2
00 日本 280.4 米国 88.5 英国 33.1 フランス 19.6 カナダ 13.1 280.4 475.1

暦年 その他 合計

98 ADB 234.9 IDA 172.7 IMF 50.5 CEC 19.2 UNHCR 12.2 32.6 522.0
99 IDA 134.9 ADB 134.0 CEC 19.8 UNHCR 13.4 WFP 9.6 -14.5 297.2
00 ADB 157.0 IDA 76.8 CEC 33.1 UNHCR 12.4 UNICEF 11.6 -64.1 226.7

5位

1位 2位 3位 4位 5位

1位 2位 3位 4位
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資料６－：入手資料リスト 
 

No. 資料名 内容(図書・Video・ 
地図・写真） 原本/複製 著作者 発行年度 

1 AIOU 1974 年度規約の 1984 年までの改正内容 図書 原本 AIOU 1984 
2 AIOU News April-June 2003 図書 原本 AIOU 2003 
3 AIOU News January-March 2004 図書 原本 AIOU 2004 
4 AIOU 年次報告書 2003-2004 図書 原本 AIOU 2004 
5 AIOU 年次報告書 2003-2004 特別要約書 図書 原本 AIOU 2004 
6 AIOU 年次報告書 2002-2003 図書 原本 AIOU 2003 
7 AIOU 年次報告書 2002-2003 特別要約書 図書 原本 AIOU 2003 
8 AIOU 年次報告書 2001-2002  図書 原本 AIOU 2002 
9 AIOU 年次報告書 1999-2000 図書 原本 AIOU 2000 
10 AIOU 施設図(IET, MECDC and PPU) Floppy 原本 AIOU 2004 
11 AIOU 基本戦略 1975-1999 図書 原本 AIOU 1999 
12 AIOU 概要案内書 2003 図書 原本 AIOU 2003 
13 「パ」国自動車部品販売便覧 2001 図書 複製 PAA 2001 
14 AIOU 図書便覧（学科・コース別) 図書 原本 AIOU 2002 
15 英連邦に於ける MBA/MPA 資格と説明書 2004 図書 原本 AIOU 2004 
16 遠隔教育の内容と手法解説書 図書 原本 DR. Rashid 2003 
17 AIOU 施設図(IET, MECDC and PPU)素面 6 セット 地図 複製 PD AIOU 2004 
18 パキスタン国経済調査 2003-2004 図書 原本 財務課 2004 
19 パキスタン国経済調査 2002-2003 図書 原本 財政課 2002 
20 有効教育基準 2004 図書 複製 Mushtaq NA 
21 環境計画とその実施手法（修士課程コース) 図書 原本 AIOU NA 
22 機能的な英語 B/A 課程 Units10-18 図書 原本 AIOU 2003 
23 機能的な英語 中級程度(310) Unites1-9 図書 原本 AIOU NA 
34 現地企業調査資料（HP 会社案内） 図書/CD 原本 HP 2003 
25 南西アジア諸国の人材開発 1998 図書 原本 Oxford 1998 
26 パキスタン国の IT 技術展 2004, ラホール 図書 原本 情報科学省 2004 
27 業務における労働市場学 学士課程 図書 原本 AIOU 2003 
28 教育プログラム作成のためのオーデオビデオリスト 図書 原本 AIOU 1997 
29 教育プログラムの要約版 図書 原本 AIOU 2004 
30 教育ジャーナル Vol. XXI Isuue-I 2004 図書 原本 AIOU NA 
31 NGOs の経済支援と能力開発 図書 原本 TVO 2003 
32 AIOU 進捗報告と計画 図書 原本 AIOU 2001 

33 
AIOU カリキュラム案内 (2003) 
コンピュータ学科 BS(CS)、IT 科学学科 BS(IT) 
コンピュータ学科 PGD(CS)、IT 科学学科 PGD(IT) 

図書 原本 AIOU 2003 

34 
AIOU カリキュラム案内 (2004) 
コンピュータ学科 BS(CS)、コンピュータ学科 PGD(CS) 

図書 原本 AIOU 2004 

35 
AIOU カリキュラム案内 (2004) 
遠隔教育と特殊教育学科（特別版） 

図書 原本 DR. Rashid 2004 

36 
AIOU カリキュラム案内 (2004) 
社会学科と人間学 

図書 原本 AIOU 2004 

37 ラジオと TV 番組制作 2004-2005 図書 原本 AIOU NA 
38 社会開発学科報告 2002-2003 政府発行 図書 原本 SPDC 2003 

39 国家 10 年開発計画 2001-11 と国家 3 年開発計画 01-04 図書 原本 政府 2001 

40 教育学 図書 複製 AIOU 1996 
41 中間報告書 1997-1999 図書 原本 AIOU 1999 
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資料－８：事業事前計画表（基本設計時） 
１．案件名 

パキスタン・イスラム共和国 アラマ・イクバル放送大学教育機材拡充計画 

２．要請の背景 

・ パキスタン・イスラム共和国（以下「パ」国）では、「国家 10 年開発計画（2001 年）」、及び「貧困削

減戦略書(2003 年)」に基づき、経済成長、貧困削減、及び行政改革を推進している。 

・ 「パ」国教育セクターでは、低い識字率（43％、2002 年）、低い就学率（基礎教育 40％、2003 年）、初

等教育の高いドロップアウト率（54%、1999-2000 年）、ジェンダー格差（初等教育における就学生の

男女間格差 64:36、2003 年）、無資格初等教育教員（44%、1998 年）等が深刻な問題となっており、こ

れらの問題は、上述国家開発計画において貧困削減のための重要課題として位置付けられている。 

・ 教育セクターの上位計画である ESR(The Education Sector Reform) では、全ての教育レベルにおける質

的向上を重点目標に掲げるとともに、教育現場における均等な教育機会の提供、及びジェンダー格差

の是正等の問題に取り組むこととしている。 

・ 本計画は、アラマ・イクバル放送大学（以下 AIOU）の遠隔教育プログラムの拡充・強化に必要な機材

を拡充することにより、貧困層、社会的弱者、及び地方農村部の教育アクセスが困難な人達に、安価

でアクセスが容易な教育機会を提供することにより、教育セクターにおける上述の問題の改善を図る

ものである。 

３．プロジェクト全体計画の概要 

（１） プロジェクト全体計画の目標（裨益対象の範囲及び規模） 

① AIOU で遠隔教育を受講する学生に十分な質・量の教材を提供することができる。 

《裨益対象の範囲及び規模》 

� AIOU の受講生 512,635 人(2003-04 年度) 

（２）プロジェクト全体計画の成果 

① AIOU における遠隔教育の運営管理体制が強化される。 

② AIOU の遠隔教育プログラム作成能力が強化される。 

（３）プロジェクト全体計画の主要活動 

  ア 教材開発・教育番組製作用機材、教材印刷用機材、視聴覚機材を調達・据付する。 

  イ 印刷生産部署において技術訓練を実施する。 

  ウ 上記機材及び技術を使用して遠隔教育を強化・改善する。 

（４）投入（インプット） 

  ア 日本側：無償資金協力 7.95 億円 

  イ 相手国側 

（ア） 機材の運転・維持管理に必要な人員確保 

（イ） 施設改修とその資材調達 

（ウ） 機材の運転・維持管理に係る経費 

（５）実施体制 

   実施機関： アラマ・イクバル放送大学（AIOU） 

   主管官庁： 高等教育委員会（HEC） 
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４. 無償資金協力案件の内容 

（１）サイト 

パキスタン国 イスラマバード市  

（２） 概要 

①イスラマバード市内アラマ・イクバル放送大学（AIOU）への教育機材の調達 

②AIOU 印刷物製作ユニット（PPU）における管理者及び作業者を対象に安全管理、品質管理に関する

技術指導 

（３）相手国の負担事項 

①施設の改修工事 

②電気・通信・給排水・空調設備の設置工事 

（４）概算事業費 

概算事業費 8.08 億円（無償資金協力 7.95 億円、パキスタン国側負担 0.13 億円） 

（５）工期 

詳細設計・入札期間を含めて約 11.5 ヶ月（予定） 

（６） 貧困、ジェンダー、環境及び社会面の配慮 

 「パ」国の社会習慣を考慮し、州キャンパス/地域センターでは、女性受講者が女性専用機材で授業を受

けられるように、視聴覚教材を男女用同数（各１セット）計画する。 

５. 外部要因リスク 

・「パ」国における遠隔教育の重要性と位置付けが低下しない。 
６. 過去の類似案件からの教訓の活用 

特になし。 
７. プロジェクト全体計画の事後評価に係る提案 

（１） プロジェクト全体計画の目標達成を示す成果指標 

直接裨益効果 項目 
2003-04 年 

(2003年12月まで) 

2010-11 

(目標値) 

コース登録者数 1,413,474 名 2,00,000 名 

開講コース数 
1,138 コース 

(898 コース) 
1,500 コース 遠隔教育プログラム 

教員養成コース年間修了書発行数 約 66,000 名 約 130,000 名 

（２） その他の成果指数 

 特になし。 

（３） 評価のタイミング： 

機材稼動開始後 5 年を経過した 2010 年以降。教育分野の課題改善を重点項目に位置付けている国家開

発計画「国家 10 年開発計画（2001-2010 年）」が 2010 年に終了するため。 
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